
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 エッジ
1 事業の成果
2016年から毎年 APDF(ア ジア太平洋ディスレクシア 。フォーラム)を開催し、2020年に本大会を予定
していたがコロナ禍により延期。今年度に岡山で、ASEAN10か国から登壇者が Web参加して開催した。
岡山会場、ライブ配信、アーカイブス配信により参加者は延べ 1000人になり研究者、教員、保護者、当
事者の立場を超えたフォーラムが開催できた。

2020年度に開始した読み書き困難者の相談・アセスメント事業が進展し、事業化の見込が立った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業                (事 業費の総費用 【26,852】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
者数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

調査研究。政策
提言の事業

文部科学省の委託事業 :

音声教材の効果的な制作
等に関する調査研究

週 5日 8名
全国の読み書
きが不自由な
児童 。生徒

50万人 5 849

アセスメント
に関わる事業

読み書き困難者のアセス

メント、保護者へ個別相談
支援

不定期 オンライン 5名
当事者・保護
者

相談 91
アセスメント
71 名 に
実施

3,701

サポー トのス

キル・開発及び
場の提供事業

英語読み書き困難な小中
学生対象の英語教育

読み書き困難指導。支援コ

ース開発、開講準備

年 9回

不定期

オンライン

在宅

勤務

2

2

名

名

当事者

全国の教師受
講者

6名

80人
316

普及啓発に関
する事業

アシ
゛
ア・太平洋ディスレクシア・フォー

ラム2020開催

DX会 (成人当事者会)、 D
Xセ ミナー(年齢不問)を開
催 し交流、情報交換を実
施。

ニュースレター、メールマカ
゛
シ
゛
ン1青幸長発

信、普及活動

5月
8、 9日

年 11回

ニュースレター

年 3回

メルマカ
゛
 12

回発信

岡山市

Z00M

事務所

3名

2名

2名

成人当事者

年齢不問者
参加者

閲覧者

延 人 数
1000

102名

400 h

15,581

人材育成事業

LSA養成講座を開催して
学習障害を持つ生徒への

支援員を養成する

本コース
7月 より
8回

オンライン

講座
2名 児童・生徒の
親、教師

フ、F号 コース
98名
本コース 44
名に実施

1,405

疋款 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し

在宅

勤務



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)
特定非営利活動法人 エッジ

単位 :円

A

1

正会員受取会費
コミュニティ会費

114,000

33,000

2 2,453,

受取寄附金 2,453,950

3 受取助成金等
受取助成全 国際交流基金
受取助成金 其の他

4,033,575

3 747 367

4 438,1

調査研究 。政策提言の事業

アセスメントに関わる事業

サポー トのスキル・開発及び場の提供事業

普及啓発に関する事業

8,239,077

1,786,500

1,049,320

2,735,958

3 627 340

5 その他の収益
雑収入 広告料

991,1

受取利息 当

991,0001

1751

常 収 益 計 28,811

【B】 経 常 用

1

(1)人件費
給料手当

通勤交通費

5,909,

5,867,150

280

2) 20,941,801

業務委託費

諸謝金

旅費交通費

印刷製本費

仕入費

通信・運搬費

会議 。会場費

賃借料

支払手数料

消耗品・其の他事業費

10,334,042

1,983,000

604,470

666,254

138,743

3,231,277

3,258,483

193,456

349,763

313

851 231

(1)人件費
役員報酬

給料手当

通勤交通費

法定福利費

4,038,021

1,200,000

2,160,000

124,708

福利厚生費 313

(2) 2,404,

通信運搬費

消耗品費

地代家賃

水道光熱費

リース料

租税公課

支払利息

支払手数料

其の他経費

79,552

66,144

966,547

0

600,000

11,700

102,309

473,953

1 817

・① △ 4,482,012当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】

C

常

D

常 外 費 用 計

外

経

収

常

益

外

計

費 用

△ 1

④

553 627

70,000法人税

前期

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】

住民税及び事業税

i正味財産額 ・・

△ 4,482,01

正

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額

△ 17 105

:業費



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 エッジ
円 )

科 日

】 金  額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

【A】 資 産 合 計 ①+② 7,052,305

9,629,9

9,629,9

14,528,

14,528,000

④

長期借入金

24,157,9

14.528,

38,428

1,521,516

8,000,000

70,000

【B-1】 負 債 の 部

1 流動負債

2 固定負債

流動負債合計 ・・・③

未払金

預 り金

短期借入金

未払法人税 (都民税均等割)

負 債 合 計 ③+④

固定負債合計  ・・

△  12,553,627

7.052,305

△ 17,105,639

△ 4,552,012

【B-2】 正 味 財 産 の 部

債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 8-2】

産 合 計正 味 財

【B】  負

流動資産

・・・①

329,712

6,681,573

31,020

現金預金

未収金

前払費用

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

敷金

出資金 10,000

・・・②

固定資産

|

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額



16 28

事 業 報 告 用

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協会)に
よっています。

令和 3年度

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
(2)固定資産の減価償却の方法
(3)引 当金の計上基準
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(5)消費税等の会計処理

2.事業別損益の状況

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

計算書類の注記

特定非営利活動法人 エッジ

棚卸資産はありません

固定資産はありません

引当金はありません

提供サービス等はありません

総合課税方式によっています。

人材育成事業
その他一切

事業部門計 管理部門 合計科 目
調査研究政策
提言事業

サホ
°―卜σ)スキル・

開発の提供
普及啓発・アセス

メント関連事業

33,000

6,780,942

18,429,195

0 175

114,000

2,453,950

1,000,000

147,000

2,453,950

7,780,942

18,429,195

175

Ｑ

υ

う
０

ｎ

ｖ

△ 7,000

1,049,320

33,000

6,787,942

5,453,458 3,687,340

8,239,077 1,042,320 12,274,400 3,687,340 25,243,137 3,568,125 28,811,262

3,437,700

6,632

Ｏ
ｖ
′
０ 2,147,350

32,522

279,500

3,126

0

5,867,150

42,280

1,200,000

2,160,000

124,708

553,313

1,200,000

8,027,150

166,988

553,313

3,444,332 2,600 2,179,872 282,626 5,909,430 4,038,021 9,947,451

979,900

320,000

46,530

795,710

41,160

27,533

193,456

70,400

153,000

81,959

7,687

380

8,444,742

1,430,000

557,940

666,254

3,258,483

2,391,538

132,088

69,926

6,609

99,947

44,103

839,000

80,000

36,342

6,655

4,794

15,341

140,324

10,334,042

1,983,000

604,470

666,254

3,258,483

3,231,277

138,743

116,260

21,950

349,763

0

193,456

44,103

1,100

79,552

3,817

66,144

473,953

966,547

600,000

81,700

102,309

98,900

10,334,042

1,983,000

604,470

666,254

3,259,583

3,310,829

142,560

182,404

21,950

823,716

966,547

793,456

81,700

102,309

143,003

17,101,630 1,122,456 20,941,801 2,474,022 23,415,8232,404,289 313,426

33.363.2745,848,621 316,026 19,281,502 1,405,082 26,851,231 6,512,043

2,390,456 726,294 △  7,007,102 2,282,258 △  1,608,094 △ 2,943,918 △  4,552,012

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬

給料手当

通勤費

法定福利費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費

諸謝金

旅費交通費

印刷製本費

会議 。会場費

通信運搬費

仕入費

消耗品費

広告宣伝費

支払手数料

地代家賃

リース・賃借料

租税公課

支払利息

其の他経費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金 額 算定方法

な し



4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は△17,105,639円 ですが使途が特定されたものはありません。

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円 )

8.その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

。 事業費と管理費の按分方法
明確な事業費以外はすべて管理費として処理しています

。 その他の事業に係る資産の状況
その他の事業は行っていません

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

国際交流基金助成金

岡山コンヘ
゛
ンションセンター

APDF2020広 告費

4,033,575

1,950,000

340.000

ｎ
Ｖ
　

ｎ
Ｖ
　

Ａ
υ

4,033,575

1,950,000

340.000

2021年 5月 開催国際会議 (APDF2020)の
費用として使用しました。

6,323,575 ｎ

Ｖ 6,323,575合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

10,000

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

10,000

ｎ

Ｖ

10,000

10.000 10.000 10,000

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

出資金

合計

期首残高 当期返済 期末残高科 目 当期借入

短期借入金

長期借入金

6,000,000

4.310.000

18,500,000

14.000,000

16,500,000

3,782.000

8,000,000

14,528,000

10.310.000 32.500.000 20.282.000 22.528.000合計

科 目
計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

1,200,000

8,027,150

1.983.000

1,200,000

2,160,000

495.000

11,210,150 3,855,000 ｎ

Ｖ

(活動計算書)

役員報酬

給料手当

諸謝金

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 エッジ

科 目 金 額  小 計  合 計

【A】 資 産 の 部

1 流動資産
7,042,

現金預金

手元現金

普通預金

三菱UFJ銀 行 六本木支店
三菱UFJ銀 行 六本木支店
三菱UFJ銀 行 六本木支店
三菱UFJ銀 行 日町支店
城南信用金庫 営業部本店

329,712

12,086

郵便貯金

未収金

112,793

23,789

37,813

5,892

126,092

11,247

6,681,573

文部科学省委託事業未収金

クレジット売上他

6,580,691

100,882

前払費用

保管庫家賃

31,020

31,020

流動資産合計 ① 7,042,

2 固定資産
(1)有形固定資産
(2)無形固定資産
(3)投資その他の資産
敷金

出資金 城南信用金庫

10,

0

10,000

定資産合計 1 000

7,052,305【A】 資 産 合 計 ①+②

9,629,

38,428

1,521,516

9,629,

14,528,000

14,528,000

∩

Ｖ

1

8,000,000

70,000

未払金

法人カー ド (ホテル代 )

オンライン振込手数料 (翌月決済)

31,0801

7,3481

預 り金

源泉徴収税

誤振込

前受金

49,936

1,471,580

長期借入金

日本政策金融公庫

城南信用金庫

9,028,000

5,500,000

【B-1】 負 債 の 部
1 流動負債

2 固定負債
流動負債合計 ・・・③

短期借入金

未払法人税等

城南信用金庫

都民税均等割

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 24,157,944

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 △ 17,105,639

| | (

|

|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

生定」L動 動法人 エッジ

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係 )
M各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに

O
(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内

の就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

監 事 トウト
゛
ウ  エイコ

藤堂 栄子
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

令和3年 1月 1日 ～

令和3年 12月 31日

監事

オか
｀
 アキ

大庭 亜紀
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 2月 23日

年

年

月

月

日

日

監事

監 事

シハ
゛
タ  アキヒロ

令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

イケモト シュウコヾ

池本 修悟
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

o・
監事カヤノ  シホ
茅野 志帆

令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年  月 日

日年  月

監事
コウノ  トシヒロ

河野 俊寛
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

月

月

日

日

監事
ツシ'  ユウコ

辻 佑子
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

監事
ニシシ
゛
マ ノフ・タ

西島 信竹
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

Ｏ

υ

ウエノ タカヒロ

上野 峰広
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

（
υ

⌒理事・
ぐ輩り
カスカ
゛
  ヒテ
゛
フ

春 日 秀文
令和3年 1月 1日 ～
令和3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

柴田 章弘

年

　

年

⌒

理事(tυ

|

~~¬

|

|

|

|



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 B事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 エ

氏   名

1
藤堂 栄子

2 堀
口 順子

3
三橋 宏之

4 緒
方 明子

5
柴田 章弘

6
内田 和義

7 吉川 洋志

8
星野 巌

9
大庭 亜紀

10
高月 壮平

11

12


